
Ⅲ 事例の紹介 

 

第 1章 外郭施設（耐震対策） 

 

 外郭施設における耐震対策として 6 事例紹介する。「耐震・耐津波検討」を実施した

施設について整理し、「粘り強い構造」としていない事例である。 
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No.1 

対象施設 防波堤 構造形式 重力式（ケーソン） 

目的 防波堤の改良（耐震・耐津波）設計 

新設・改良 改良 粘り強い機能の有無 無 

設
計
条
件 

潮位 
H.W.L+偏差 ＋1.80，H.W.L ＋1.50，T.M.S.L +0.87， 

M.L.W.L +0.50，L.W.L ±0.00 

波浪条件 

沖 波 波 高 H0 ＝8.50m，周期 T0＝12.30sec 

換算沖波波高 H0’＝7.30m，有義波高 H1/3  ＝ 8.1m 

設 計 波 高 H ＝11.83m（λ0＝1.46） ※ENE 

津波条件 

レベル 1 

H.W.L 押し波時：前面 D.L+10.025、背面 D.L-3.890 

 引き波時：前面 D.L+ 1.412、背面 D.L+4.629 

L.W.L 押し波時：前面 D.L+ 9.934、背面 D.L-4.689 

 引き波時：前面 D.L+ 0.109、背面 D.L+3.528 

流 速：7.62 m/s 

レベル 2 － 

対象地震 

レベル 1 Kh=0.13（地域別震度 外郭施設） 

レベル 2 － 

採
用
工
法 

機能強化の方向性 

※新設含む 

対策の方向性：構造物補強対策 

対 策 工 法：本体・上部コンクリートの拡幅 

粘り強い対策 － 

採用工法の 

基本的な方針・決定根拠 

※粘り強い対策を優先表記 

＜上部工＞ 

・必要天端高＝1.0H+（H.W.L+偏差）より+9.90  

現況天端高+6.90 より 3.0m の嵩上げ 

＜本体工＞ 

・堤体拡幅による堤体重量の増加（場所打ち） 

＜被覆ブロック＞ 

・津波の流速に対する安定質量を満足する 25t 型を採用 

設計上の留意点 

※粘り強い対策を優先表記 

・静止摩擦係数はケーソン部（既設）と腹付部で下記とす

る。 

 既設部：0.75（捨石と摩擦増大マット） 

 腹付部：0.70（水中コンクリートと捨石） 

・消波ブロックは有義波高に対する所要質量は 50t となっ

たため、60t，70t の 3 ランク比較を行い、60t を採用 

キーワード L1 津波地震動，上部工嵩上げ，本体拡幅，消波工設置 

機能強化工法説明図 

平
面
図 

 

断
面
図 

 

そ
の
他 

本設計に関する基本情報 

管理者：岩手県，設計位置：下閉伊郡普代村太田名部漁港内 
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No.1 

安定計算結果（耐波設計による決定断面） 
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No.2 

対象施設 防波堤 構造形式 重力式（単塊式） 

目的 防波堤の改良（耐震・耐津波）設計 

新設・改良 改良 粘り強い機能の有無 無 

設
計
条
件 

潮位 
H.H.W.L ＋1.80，H.W.L ＋1.50， 

M.L.W.L +0.50，L.W.L ±0.00 

波浪条件 － 

津波条件 

レベル 1 
押し波時：前面 D.L+10.21，背面 D.L+0.42 

引き波時：前面 D.L+ 0.16，背面 D.L+5.54 

レベル 2 － 

対象地震 

レベル 1 
Kh=0.13（地域別震度） ※採用 

Kh=0.11（発生頻度の高い津波を生じさせる地震動） 

レベル 2 － 

採
用
工
法 

機能強化の方向性 

※新設含む 

対策の方向性：構造物補強対策 

対 策 工 法：グラウンドアンカー設置 

粘り強い対策 － 

採用工法の 

基本的な方針・決定根拠 

※粘り強い対策を優先表記 

＜本体工＞ 

・胸壁嵩上げ，本体工拡幅，グラウンドアンカーの経済性

比較及び港内側の係船利用を考慮してグランドアンカ

ーを採用 

設計上の留意点 

※粘り強い対策を優先表記 
・波浪諸元の整理はなく、耐波設計は未実施 

キーワード L1 津波地震動，グラウンドアンカー設置 

機能強化工法説明図 

平
面
図 

断
面
図 

そ
の
他 

 

本設計に関する基本情報 

管理者：岩手県，設計位置：岩手県下閉伊郡田野畑村島越地内 

21



No.2 

安定計算結果（耐津波設計による決定断面） 
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No.2 

構造形式の比較 
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No.3 

対象施設 防波堤 構造形式 重力式（ブロック積式） 

目的 防波堤の改良（耐震・耐津波）設計 

新設・改良 改良 粘り強い機能の有無 無 

設
計
条
件 

潮位 
H.H.W.L ＋1.80，H.W.L ＋1.50，T.M.S.L +0.81， 

M.L.W.L +0.50，L.W.L ±0.00 

波浪条件 
沖波波高 H0＝9.3m（30 年確率波），周期 T0＝12.6s 

換算沖波波高 H0’＝1.40m ※ENE 

津波条件 

レベル 1 

押し波時：前面水位 D.L+5.796、背面水位 D.L+0.459 

引き波時：前面水位 D.L+1.521、背面水位 D.L+4.191 

津波時流速：港外側 6.23m/sec、港外側 6.34m/sec 

レベル 2 － 

対象地震 

レベル 1 
Kh=0.18（L1 津波による設計震度_大船渡波）※採用 

※地域別による設計震度 0.13 

レベル 2 － 

採
用
工
法 

機能強化の方向性 

※新設含む 

対策の方向性：構造物補強対策 

対 策 工 法：本体・上部コンクリート拡幅 

粘り強い対策 － 

採用工法の 

基本的な方針・決定根拠 

※粘り強い対策を優先表記 

＜本体工＞ 

・本体工拡幅（港外）及び本体工拡幅（港外）＋グラウン

ドアンカーの比較により決定 

＜基礎工＞ 

・イスバッシュ式より港内外のブロック所要質量を算出 

 港外：8.136t → 10ｔ 

 港内：4.913t →  5ｔ 

設計上の留意点 

※粘り強い対策を優先表記 

・L1 地震動 0.13＜発生頻度の高い津波(L1 津波)を生じさ

せる地震による設計震度 0.18 より、設計震度は 0.18 を

用いる 

キーワード L1 津波地震動，本体・上部工拡幅 

機能強化工法説明図 

平
面
図 

 

断
面
図 

そ
の
他 

 

本設計に関する基本情報 

管理者：岩手県，設計位置：岩手県釜石市箱崎漁港内 
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No.3 

安定計算結果（耐津波設計による決定断面） 
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No.3 

比較設計表 
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No.4 

対象施設 防波堤 構造形式 重力式（セルラー） 

目的 防波堤の改良（耐震・耐津波）設計 

新設・改良 改良 粘り強い機能の有無 無 

設
計
条
件 

潮位 
H.H.W.L +2.87，H.W.L +1.80，M.W.L +1.00，L.W.L ±0.00 

※設計潮位：H.W.L＋偏差（0.80m）= D.L +2.60 

波浪条件 

沖 波 波 高 H0   ＝12.7m，周 期  T0   ＝15.7s 

換算沖波波高 H0’＝ 1.5m，有義波高 H1/3  ＝ 1.5m 

設 計 波 高 H ＝2.7m（λ0＝1.8） ※SSE 

津波条件 

レベル 1 

最大水位（押波時）：前面 D.L +5.79，背面 D.L +3.63 

最大水位（引波時）：前面 D.L +2.23，背面 D.L +3.95 

流 速：1.74 m/s（港外側），1.91 m/s（港外側） 

レベル 2 － 

対象地震 

レベル 1 
L1 津波地震動による設計震度 0.21 ※採用値 

※地域別による設計震度    0.20 

レベル 2 － 

採
用
工
法 

機能強化の方向性 

※新設含む 

対策の方向性：構造物補強対策 

対 策 工 法：本体・上部コンクリート拡幅 

捨石の嵩上げ・拡幅 

粘り強い対策 － 

採用工法の 

基本的な方針・決定根拠 

※粘り強い対策を優先表記 

＜上部工＞ 

・二次元地震応答解析より、鉛直変位（沈下量）3.17m 

計画天端高+8.00－3.17＝+4.83 ＞ +4.50 ※現況天端高 

＜本体工＞ 

・セルラーブロックを用いた堤体重量の増加及び工費・工期

の短縮 

＜捨石＞ 

・円弧すべりにより既設マウンドを港外側 18.0m、港内側

21.3m 拡幅 

設計上の留意点 

※粘り強い対策を優先表記 

・流速による被覆材質量の算定結果は、既設捨石の所要質量

未満のため、被覆材は設置しない 

・発生頻度の高い津波のみを対象とし、津波の越流を許容し

たうえで、発災後に防波堤としての機能が確保されるよ

う、港内静穏度確保の観点から、沈下後に現況天端高とな

るように嵩上げを行う方針とした 

キーワード L1 津波地震動，液状化，上部工嵩上げ，本体・捨石拡幅 

機能強化工法説明図 

平
面
図 

断
面
図 

北防波堤(標準部) 

そ
の
他 

 

本設計に関する基本情報 

管理者：和歌山県，設計位置：和歌山県東牟婁郡串本町，設計年次：令和 3年度  
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No.4 

安定計算結果（耐津波設計による決定断面） 

北防波堤(標準部) 
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No.4 

対策工法の比較 
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No.5 

対象施設 防波堤 構造形式 重力式（直立消波ブロック） 

目的 防波堤の改良（耐震・耐津波）設計 

新設・改良 改良 粘り強い機能の有無 無 

設
計
条
件 

潮位 
N.H.H.W.L +4.76，H.W.O.S.T +3.29，M.S.L +1.92， 

M.L.W.L +1.05，L.W.O.S.T +0.57 

波浪条件 

沖 波 波 高 H0   ＝2.22m，周 期  T0   ＝ 6.0s 

換算沖波波高 H0’＝1.87m，有義波高 H1/3  ＝ 1.78m 

設 計 波 高 H ＝3.2m（λ0＝1.8） ※ESE 

津波条件 

レベル 1 
最大津波高：D.L ＋4.09，最 大 流 速：0.4m/s 

※津波高（平水位と津波水面高との差）H＝0.36m 

レベル 2 － 

対象地震 

レベル 1 
L1 津波地震動 （東南海・南海）による設計震度 0.20 ※採用値 

※地域別による設計震度    0.13 

レベル 2 － 

採
用
工
法 

機能強化の方向性 

※新設含む 

対策の方向性：地盤改良，構造物補強対策 

対 策 工 法 ：高圧噴射撹拌工法,本体・上部コンクリート拡幅 

粘り強い対策 － 

採用工法の 

基本的な方針・決定根拠 

※粘り強い対策を優先表記 

＜上部工＞ 

・必要天端高＝H.H.W.L+1.0H より+6.70 ※隣接区間との整合性 

現況天端高+6.10 より 0.9m の嵩上げ 

＜本体工・消波工＞ 

・堤体重量の増加（場所打ち）及び波浪外力の低減 

＜地盤改良＞ 

・円弧滑り対策 

設計上の留意点 

※粘り強い対策を優先表記 

・引波時（水工研式）は港内外の水位差を利用する算定方法で

あるが、津波シミュレーションの結果、港外側水位と港内側

水位が同一のため、水位差が生じない（津波水位の変動速度

が遅く、港口開口幅が広いため）ため、引波時は未実施 

・被覆材の所要質量は津波流速では 0.01 ㎏未満となるため、波

浪時に必要となる 600kg を採用 

・地盤改良は水深が浅く、既設構造物の近接施工を考慮して高

圧噴射撹拌工法（LDis-Dy 工法）を採用 

キーワード L1 津波地震動，上部工嵩上げ，本体工拡幅，地盤改良 

機能強化工法説明図 

平
面
図 

 

断
面
図 

耐波設計による決定断面 

そ
の
他 

本設計に関する基本情報 

管理者：岡山県，設計位置：岡山県浅口市寄島町，設計年次：令和 6 年度  
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No.5 

安定計算結果（耐波設計による決定断面） 
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No.5 

構造形式の比較 
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No.6 

対象施設 防波堤 構造形式 重力式・二重矢板式 

目的 防波堤の改良（耐津波）設計 

新設・改良 改良 粘り強い機能の有無 無 

設
計
条
件 

潮位 H.H.W.L ＋3.1，H.W.L ＋1.6，M.L.W.L +0.4，L.W.L ±0.00 

波浪条件 
取付部：設計波高 H=1.2m，周期 T0＝5.6s（E 方向） 

標準部：設計波高 H=1.7m，周期 T0＝6.0s（ESE 方向） 

津波条件 

レベル 1 
津波高：D.L ＋3.51 流 速：1.98m/s 

※H27 実施津波シミュレーション結果より 

レベル 2 － 

対象地震 

レベル 1 － 

レベル 2 － 

採
用
工
法 

機能強化の方向性 

※新設含む 

対策の方向性：構造物補強対策 

対 策 工 法：本体工拡幅（重力式・二重矢板式） 

粘り強い対策 － 

採用工法の 

基本的な方針・決定根拠 

※粘り強い対策を優先表記 

＜取付部＞ 

・鋼矢板壁拡幅に伴う既設護岸との取付を考慮して 1.5m 区

間をコンクリート単塊式とする 

・外力は下記の比較により L1 津波で安定照査 

津波波力 138.878 kN ＞ 30 年確率波 98.022 kN 

＜標準部＞ 

・二重矢板式（10H,25H,2W）及び重力式混成堤の比較検討に

より、経済性優れる二重矢板式（10H）を採用 

・外力は下記の比較により 30 年確率波で安定照査 

津波波力 137.878 kN ＜ 30 年確率波 170.919 kN 

設計上の留意点 

※粘り強い対策を優先表記 

・捨石基礎部については、30 年確率波の設計波高が 1.2m、

基礎捨石天端高-3.5m であり、h=(3.5m)＞2.5H(3.0m)とな

り被覆材が不要 

・津波流速に対しても所要重量が 30kg 以下となり、中割石

で重量を満足する結果となる 

キーワード 耐津波・耐波設計，L1 津波対策，二重矢板式 

機能強化工法説明図 

平
面
図 

 

 

 

 

断
面
図 

取付部：SP0.0～SP1.50 標準部：SP1.5～SP78.99 

本設計に関する基本情報 

管理者：北海道，設計位置：野付郡別海町尾岱沼港町，設計年次：平成 30 年度  
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No.6 

安定計算結果（耐波設計による決定断面） 

取付部：SP0.0～SP1.50 

 
 

 
 

安定計算結果（耐波設計による決定断面） 

 

 

標準部：SP1.50～SP.78.99 
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No.6 
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